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Abstract
The Context Problem is a crucial and perennial issue in comparative inquiry. This pa-

per discusses the arguments founding an ideal-typical ‘middle-range’ small-N compara-

tive research approach called Mid-Range Comparison and examines how its recent style

as distinguished from the old one copes with the Context Problem. Firstly, the Context

Problem is considered with particular reference to the problem of comparability. Second-

ly, through examination of its epistemological and ontological backgrounds, it is shown

that Mid-Range Comparison recently reconceptualized is the mode of comparison in

which scholars analyse multiple cases in the effort to formulate causal generalizations

about those cases by taking the contextuality of the phenomena into consideration. And

then, drawing upon G.Sartori’s ‘ladder of abstraction’ scheme, the author demonstrates

that the approach represents an ideal-typical center between nomothetic quests for uni-

versally applicable causal law and idiographic, context-bounded narratives and draws a

great deal of its inferential power primarily from setting temporal and spatial scope con-

ditions and analyzing causal mechanism. The paper concludes that there is a good possi-

bility of Mid-Range Comparison overcoming the Context Problem through constructing

concepts which allow at the same time comparison and empirical measurement and

therefore the approach could contribute to the store of substantive knowledge in ways

that large-N quantitative and decontextualizing approaches may not.

要　約

コンテクスト問題は従来、比較研究者を執拗に悩ませてきた。本稿では、比較政治分析

の戦略として近年再解釈されつつある「中範囲比較」を取り上げて、この研究設計がコン

テクスト問題をいかに克服しようと意図しているかを吟味する。概して言えば、この研究

設計は普遍主義的渇望から戦略的に後退し、比較の範囲を限定することと引き替えに現象

のコンテクスト性を考慮に入れてコンテクスト問題に対処する。この分析方針には、在来

型の方針と比べると、理論を展開し検証し洗練するという比較の役割のあり方に関しても、



問題提起

「普遍性の探索」と「独自性の認識」との

あいだに見て取れる永続的な緊張に、いかに

対処するべきか。この認識論上の難題は、比

較政治分析の分野でも、一般化命題の展開を

主たる目的とする場合には、特段に重大視さ

れてきた。政治現象の「コンテクスト拘束性」

に由来する比較可能性問題が、この難題に密

接に絡んでいるからである。比較分析は定義

上、比較対象とする諸事例の文化的コンテク

ストの境界を横切らねばならない。その際、

在来の標準的設定に従えば、徹底した脱コン

テクスト化が図られる。つまり、比較可能だ

と目される諸要素が各事例のコンテクストか

ら人為的に分離抽出され、抽出された諸要素

に基づいて記述や分類が、さらには一般化が

展開される。この作業では、コンテクストが

呈する「継ぎ目のない織物」としての統合形

態そのものは、もとより配慮されることはな

い。とはいえ、いかなる政治現象も特定の時

と所で生起する個別具体的なものであり、そ

の意味は個々の事例のコンテクストに条件づ

けられている。換言すれば、政治生活はその

担い手たる行為主体の自己認識や観念によ

り、互いに異なるコンテクストのなかで有意

味に構成されている。してみれば、行為主体

の自己認識が政治生活上果たしている構成的

役割を考慮するとき、政治現象はその一般的

特性を系統立てて比較して分析できるほど、

コンテクストの境界を横断し「意味の障壁」

を克服して概念的に把握できるのか。たとえ

把握できるとしても、その場合、経験的現実

は分析上、致命的な歪曲を被らないか。こう

した問題は、一般化の推進と個別性の尊重と

の緊張関係と相俟って、比較方法論の領域で

は久しく論議されてきた。現象のコンテクス

ト性を与件とすれば、この問題に適切に対応

することができない限り、比較分析はその妥

当性が根底から疑われることになるからであ

る。

本稿では、この問題が提起する分析上のジ

レンマを念頭に置き、いわゆる「中範囲比較」

を再考する。ここで中範囲比較とは、一般に

「時間的空間的に限定された範囲の比較」と

して定義される比較戦略を指している。この

戦略では、わりあい少数の事例を対象とし、

多くは質的な変数に基づいて、特定の事例空

間に限られた経験的一般化の定立が目論まれ

る 1。比較方法論の論議では、この研究設計

は当初より、多数事例を対象とする統計比較

と比べると因果関係の推論力が劣ると指摘さ

れ、どちらかと言えば否定的な意味合いで捉

えられてきた。中範囲比較に訴えるのは、多

くの政治研究の特徴をなす「多－変数・少－
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政治の世界における因果関係とは何か、また因果推論はどうあるべきかに関しても、大き

な転回が見て取れる。本稿では、こうした認識論上、存在論上の諸前提をも射程に入れて

中範囲比較の輪郭を描出し、この比較戦略がその推論の説得力を範囲条件の設定と因果メ

カニズムの分析から引き出すことを突き止めると共に、コンテクスト問題に有効に対処し

得る可能性が少なからずあることを論証する。
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事例」という客観的制約条件ゆえの「やむを

得ない選択」で、より洗練された統計比較へ

と向かうべき「単なる中間行程」にすぎない

と評されてきた 2。けれども、こうした評価

はこのところ、一部の研究者のあいだでは一

変した。法則定立構想の限界に関する方法論

的考察は、中範囲比較を積極的に是認するの

に寄与してきたからにほかならない。このよ

うな方法論上の動向がとりわけ顕著になった

のは、政治過程の複雑で「非線形的な」性格

が重視され、適切な因果的説明とは何かにつ

いて在来の標準的設定とは異なる見方が優勢

になってきたからである 3。実質的な比較分

析に見て取れる「普遍主義に対する野心の放

棄」と、これに引き続く「コンテクストへの

回帰」傾向は、こうした動向に呼応している
4。管見では、中範囲比較への当初の消極的

評価から積極的評価への転回に際し、コンテ

クスト問題は決定的な意味を帯びていた。

本稿では先ず、比較可能性とこれに関わる

コンテクスト問題の輪郭を描写して、この問

題を比較分析の根本問題として位置づける。

次いで、コンテクスト問題と中範囲比較との

関係を捉えるために、中範囲比較に関する昨

今の再概念化のあり方を概観する。そのうえ

で、中範囲比較を支えている主たる論拠に注

意を喚起し、この研究設計がコンテクスト問

題に対処して比較目的を達成するうえでいか

なる意義を有しているかを浮き彫りにした

い。

比較可能性とコンテクスト拘
束性

かつてR.ローズは「多様な国々に適用でき

る概念があるか否かは、当の研究が比較研究

と見なせるか否かを判定する試金石だ」と指

摘した 5。比較可能性が基本的に概念問題で

あることは、この指摘から示唆される。いか

にも比較政治分析は、当然のことながら、検

討対象とする諸事例の個別具体的な情報に依

拠しないわけにはいかない。とはいえ、対象

とする諸事例を横断できる概念が手元になけ

れば、個々の事例を関連づける基準はない。

個別事例の経験的素材を比較分析の対象とし

て関連づけるには、個々の事例を横断できる

一般的な概念にそうした素材を関連づける必

要がある。言うなれば、各事例から抽出され

る政治現象の属性は、この種の一般的な概念

で表現されて、はじめて比較に付されること

になる。

だが、たとえ概念が一般的でなければなら

ないとしても、政治現象そのものは個別具体

的であり、その意味は事例ごとに互いに異な

るコンテクストのなかで獲得される。それゆ

え仮に複数の事例を横断して何ものかを比較

しようとする場合、その何ものかは当然のこ

とながら各事例に共通する類似した属性で

「比較可能」だと確信されねばならないが、

しかしそれが互いに異なるコンテクストに条

件づけられているとすれば、この確信は甚だ

危ういものとなる。特定のコンテクストのな

かにあって行為主体自らが互いに関わり合い

ながら自己の政治生活を規定する文化的意味

を考慮すると、観察者の見地からは類似して

いると見なされる属性も、実際には全く異な

っている可能性があるからにほかならない。

比較分析が他の型の分析では重視されない問

題に逢着するのは要するに、こうした考察対

象のコンテクスト性により比較可能性原則が

損なわれるおそれがあることに配慮するとき

である。

たとえば J.W.ファン・デスはこの問題を

「あらゆる状況の『独自性』が明らかで、歴

史的要因や個性記述的要因が無視できない領

野にあって、しかもなお一般化を見出そうと
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する際に直面する」問題として定式化した 6。

比較による一般化命題の検証を目論むならば

対象とする属性をコンテクストから抽出しな

ければならないが、属性を明確に捉えるには

個々のコンテクストの歴史的文化的特徴を考

慮に入れる必要がある。なるほど物質科学で

は、「属性の等価性」を前提にして、特定の

実験結果を未検討の類似した事例にも当ては

めることは可能だろう。しかし、こうした等

価性前提は、属性がそれ自体有意味に
、、、、

個々の

コンテクストに根差している政治社会現象に

も同様にそのまま適用できるのか 7。従来、

比較分析に従事する者は、こうした論点を意

識しながらも、脱コンテクスト化に基づいた

法則定立志向の直中で、概して解決しようと

するよりは黙殺してきたと評されている。だ

が戦後期の理論展開を観望すれば、必ずしも

そう断言できるわけでもない。一般化の推進

を事とする法則定立アプローチは「統計学的

世界観」8を前提にして戦後一貫して主流を

なしてきたとはいえ、この動きには個別性を

重視する相対主義との緊張が常に伴ってきた

からである。たとえ明瞭にではないにせよ、

たとえば「概念と現実との不可分性」や「被

調査主体自身による状況規定」にまつわる争

点が、この緊張を促してきた 9。比較政治分

析におけるコンテクスト問題の輪郭をより明

確にするために、以下この論点を幾分か敷延

しておくのが得策だろう。

周知のように比較政治分析は、戦前期より

常態化していた「非科学的な乱雑状態」から

脱して以後、自らを法則論的探究の分野へと

再編することを課題としてきた。新実証主義

が支配する認識論的脈絡のなかで、比較の方

法は対照実験の代用として、法則定立構想の

実現に最も相応しい手法だとみなされたから

にほかならない。こうして「比較政治学の科

学化」運動は、多岐にわたる諸事例を横断し

て妥当性を有すると期待される因果的一般化

の発見を志向する分野へと、この研究分野を

推し進めた。その際に練り上げられた比較の

様式は本質的に一元的な科学的手続きで、要

するに単一技法（変動の統制）と単一目的

（説明）を基本的な特徴とした。因果的諸条

件における変動の潜在的原因を統制し、仮説

として設定された変数間関係を反証もしくは

確証して因果的説明を展開すること、これこ

そが比較戦略の要諦だと考えられた。

この標準的設定に従えば、比較分析に際し

ては、脱コンテクスト化が徹底される。比較

対象とする諸事例が共有していると目される

一定の属性に焦点を据え、各々のコンテクス

トを切開し裁断して当の属性を分離抽出し、

一般化のための素材として用いること、これ

が比較分析の基本となる 10。しかも経験的な

「政治の一般理論」を構築しようと目論む以

上、比較分析の基本目的は説明仮説を経験的

に検証することに還元される。一定の精選さ

れた変数間の関係について簡潔な一般化を展

開し、この一般化に因果的解釈を施して法則

的命題を確立するためにほかならない。この

命題は無論のこと、最も極端な形式では、普

遍的な一般化命題として、政治現象をいつど

こで生じようとも説明するものでなければな

らない。対象とする諸事例を横断して突き止

められる（統計的）規則性に最大限の一般性

を保証することが、法則定立構想の眼目だと

考えられるからである。仮説と突き合わせて

検証されるべき事例の数をなるべく増やす必

要性、変数や変数間関係を普遍的に適用可能

な抽象レベルで概念化する必要性、さらには

多変量解析技法への偏重などが、この戦略に

は当然のことながら付き従う。

しかし、このような分析方法に従事しなが

らも方法論上自己批判的な研究者は、少なく

とも一つの根本的な難題に逢着する。一般理
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論を構築するには、時間的空間的制約とは無

関係に当てはまる一般概念に頼らねばならな

い。だが、この種の概念を構成して、しかも

なお当の理論が個別具体的な経験的基盤に堅

固に立脚するのは決して容易なことではな

い。概念の適用可能性とコンテクスト妥当性

（個別具体性）とは逆相関するからである。い

かにも説明仮説を検証するには、能う限り数

多くの多様な事例と突き合わせる必要があ

る。比較対象とする事例の数が多いほど、概

念はそれだけ一般的でなければならない。け

れども、概念の一般的適用性の広がりは、個

別具体的な経験的証拠との関連をいや増しに

希薄にする。一般性を増していけば、概念は

個々の事例のコンテクストのなかで経験的な

指示対象をますます失うことになるからであ

る。ことさら喋々するまでもなく、比較分析

上厄介な問題は、こうして提起されてくる。

実際、一般的な関係を強調するこのような

動きには、各事例固有の要因や個別的詳細を

強調する考えが常に対峙されてきた。政治生

活の時間的空間的被拘束性に配慮すると、

個々の事例を横断する一般化の探究は、各事

例を誤って同質化し、経験的現実を歪曲しか

ねないからである。概念の一般的適用性より

もコンテクスト妥当性のほうを重視する立場

に従えば、いかなる政治現象もその意味は、

不可避に特異になるほどに個別事例のコンテ

クストに埋め込まれている。それゆえ、事例

そのものを構成する諸要素は、その「全体性」

の一環として位置づけることによってしか的

確には理解できない。仮に一般化命題を得よ

うとして、個々の現象をコンテクストから人

為的に分離して抽出するならば、まさにその

瞬間に当の現象は何か別のものに変形され

る。「全体は部分の総計とは異なる」とする

存在論的テーゼに基づくにせよ、「各文化は

それ自体、固有の観点から自己を理解し理解

してきたままに解釈されねばならない」とす

る認識論的テーゼに基づくにせよ、この立場

に依拠する限り、構成要素の人為的な分離抽

出は「行為主体にとって意味ある世界」の破

壊に結びつく。個々の事例のコンテクストの

なかで関係当事者が自らの経験や行為に付与

する意味の通約不可能性を考慮に入れると、

特定事例の境界を越え出ることは、とどのつ

まり厳禁される 11。

在来の標準的設定では、このような難題に

対処するため、脱コンテクスト化を前提とす

る比較可能性要件が提示されてきた。たとえ

ばM.ゼルディッチは、こう指摘する。対象

とする諸事例が比較可能だと言えるのは「各

事例に共通して何らかの変数が存在し、その

変数の意味が各事例すべてにおいて同じであ

る場合に限られる」と 12。比較可能性問題は

この場合、分離抽出される諸要素やその属性

が「比較可能だ」といかにして確信できるか

という問いのもとに考慮される。こうして、

たとえばコンテクスト上の意味を測定言語に

組み込む必要が提案されたり、一般概念を適

正に操作化し意味の等価性を確保するという

課題が提唱されてきた 13。留意するべきは、

この種の提言がことごとく、新実証主義の検

証原理や範疇原理の枠内でなされていること

である。在来の標準的設定では要するに、コ

ンテクスト拘束性にまつわる意味問題は「等

価な指標」を確立するという測定上の技術問

題に転化され、意味の等価性はもっぱら研究

者側の観点から判断される。関係当事者の現

実世界を構成する「土着の意味」への配慮は、

そこにはない。行為主体自らが既に構成し解

釈し意味を付与している現実を分析上そのま

ま保持すれば、個別事例の細目に関する「厚

い記述」へと後退するばかりだと考えられる

からである 14。

こうした比較戦略のあり方は、次の指摘に
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典型的に示されている。「説明に不可欠だと

思われるシステム特有の因子が存在するとき

は、結論は常にこうでなければならない。す

なわち、システムは特異だということではな

く、むしろこれまで考察されてきていない幾

つかの一般的な因子を確認しなければならな

いと」15。言うまでもなく、コンテクストは

こうして事実上、分析から退けられる。ある

論評者の巧みな表現を借用すると、意味問題

はこの場合、「個性記述的側面を法則定立的

様式の全体化のなかに還元して」解決が図ら

れていくのである 16。しかしこの措置は明ら

かに、対象を方法に従属させている。その解

決方針はつまるところ、方法のために実質を

犠牲にする方法主義にほかならず、批判者の

眼には問題回避と映るに違いない。問題の核

心は、むしろ変数そのものの質や信頼性にあ

り、また個々の現象のコンテクスト上の関係

（構文論）にあるからである。コンテクストか

ら分離抽出された諸要素が当のコンテクスト

のなかでいかなる位置を占めていたか、この

点を理解しなければ、意味の等価性は確保で

きず、分離抽出そのものが恣意的になりかね

ない。実のところ、在来の標準的設定に基づ

いて実施されてきた比較分析では、多くの場

合、属性の選定を議論の余地ないものにする

いかなる基準も明示されず、「異なるコンテ

クストに位置づけられると意味もまた異なる

おそれがある諸過程に、全く無思慮に等価性

が付与されてきた」17。属性の等価性という

前提は、たとえ確たる根拠がないとしても、

少なくとも形式的には比較可能だと見なされ

るデータを収集し、外見上は「一般化」命題

を提示するには役に立つからである。

もはや問題の要諦は明らかに違いない。相

対主義の側に立てば、脱コンテクスト化によ

る構成要素の人為的な分離抽出は、認識対象

をその意味あらしめているコンテクストから

ぎ取ることに等しい。こうして行為主体に

とって意味ある世界は解体され、対象の「独

自性」は消えてなくなる。だが他方、だから

といって、コンテクスト拘束性に固執して個

別的なものへ過度に退却するならば、比較の

企ては断念せざるを得なくなる。それならば、

比較の企てを断念せずに一般化的認識を追究

する一方で、各事例のコンテクストにも相応

に配慮して、その個別性を正当に扱うことは

果たして可能か。これは比較分析を真っ当に

遂行する際の根本的な問いである。比較分析

の値打ちは何よりも、「コンテクスト問題を

どの程度まで克服しているか」に依存してい

ると久しく言われてきたゆえんである 18。

中範囲比較とコンテクスト問
題

中範囲比較がこの点でとりわけ注目に値す

るのは、この分析様式が一般化の推進と個別

性の尊重という相反する要請事項の平衡を程

よく取ろうとする企てとして捉え返せるから

である。なるほど、データ行列の論理から形

式的に捉えれば、この比較戦略は法則定立-

個性記述の連続体上にいわば「中道」の位置

を占めている 19。しかしそれは、ただ単に

「足して二で割る」式の粗雑な設計では決し

てない。少なくとも昨今施されてきた新たな

解釈に従う限りでは、この戦略を支えている

因果推論の論理は、在来の標準的設定に内在

する普遍主義的渇望を支えてきた論理とは異

質のものだからである。

既に示唆したが、在来の標準的設定では、

経験科学全般にわたる「推論の統一性」とい

う前提のもと、統計学的世界観に基づいた因

果推論の手続きが提唱されてきた。この手続

きに従えば、因果推論は基本的に、変数間に

観察される共変動（もしくは相関）に依拠し
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ている。また、主たる焦点は各事例を横断し

て線形・加法パターンのなかで結果変数と共

変する原因変数を見出すことに据えられる。

そのうえで「Xが生じればYも生じる可能性

が高い」という変数間関係の一般化を確認し、

当の一般化に因果的解釈を施して法則的命題

を展開するよう求められる。比較政治分析が

普遍的言明の形をとる因果命題を追究するこ

とと事実上同一視されるに至ったのは、まさ

にこの推論様式が広く受け入れられてきたか

らである。この推論様式のうち特に留意すべ

き特徴は、「時間を縦断し空間を横断して首

尾一貫して独立した効果を及ぼす原因変数の

存在」が想定されていることである 20。換言

すれば、在来の標準的設定に従おうとする限

り、変数間関係は文化的、制度的、もしくは

時代的なコンテクストとは無関係に共通の構

造に従うよう要求されると言っていい。いか

にも、前節で吟味したように、ときおり方法

論議ではコンテクスト状況の個別性をともか

くも考慮に入れねばならないと主張されはし

た。だが実情はと言えば、コンテクスト要因

は大半の比較分析から事実上退けられてき

た。このことは何ら不思議ではない。在来の

標準的設定の基底をなす存在論上、ある種の

関係が多様なコンテクストを横切って妥当性

を有すると立証されるとするならば、コンテ

クストそのものはさして重要だとは考えられ

ないからである。研究者に自覚があったか否

かはさておいて、たいていの比較分析はいわ

ば因果同質性の仮定を、つまりXの値におけ

る一定の変動はあらゆる事例を横断して
、、、、、、、、、、、

Yの

値に相応の変動をもたらすという仮定を、事

実上は前提として展開されてきたと見て差し

支えない。仮説と突き合わせて検証されるべ

き事例の数を増やせという勧告も、因果構造

に関するこうした存在論に照らしてみれば、

当然の帰結だと考えられる。

他方、中範囲比較の場合には、因果構造に

関する基本前提が全く異なる。この比較戦略

を採る者は、同じく因果分析に関心を寄せな

がらも、特定の状況で個々の要因がいかに相

互作用し合うかを強調し、その相互作用を規

定するうえでコンテクスト効果がいかなる役

割を果たすかを重視する。原因変数の及ぼす

効果はコンテクスト依存的だと見なされて、

線形性や加法性、また因果同質性の通有性と

いった前提は当然のことながら拒まれる。彼

らの見るところ、ひっきょう政治の世界では、

たとえ原因変数が同じ値を呈していてもコン

テクストが異なれば他の諸変数と結びつき多

様な結果がもたらされること（多結果性）が

ある一方、多様な条件の互いに異なる組み合

わせが類似した結果を生むこと（等結果性）

も少なくないからである。たとえば、ある事

例ではXはVやWと結合してYをもたらす

が、XやVがない事例ではZがWと結合して

Yを引き起こすことがある。XがVやWとい

かに相互作用し合うかは、時点T1と時点T2

では非常に異なる様相を呈する可能性も大い

にある。またXがVと結合する場合とWと結

合する場合とでは、その後の事態の進展は全

く異なる経路に通じると言っていい 21。因果

的に複雑なこういう展開は明らかに、在来の

標準的設定では捉え損なうおそれがある 22。

個々の変数を各コンテクストから分離抽出し

時間的空間的に多岐にわたる諸事例を横切っ

て検証しても、広範囲にわたる内生性や複雑

な相互作用効果は捉えようがないからであ

る。中範囲比較を採る者が、コンテクスト効

果への感受性を保持しつつ、コンテクストを

横断してもなお追試可能な因果的形状を組み

込める様式化された説明を提供しようと試み

るのは、このような因果構造「観」に拠る。

こうして中範囲比較の戦略では、考察対象

とする現象のコンテクスト性を自覚して、コ
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ンテクストへの回帰が図られる。原因変数が

他の諸変数や状況と結合して作用する可能性

が高ければ、因果論議で強調されるべきなの

は、単なる変数間の相関や平均的因果効果よ

り、むしろ多様な変数の相互作用効果や因果

メカニズムだからである 23。個々の現象はそ

のコンテクストのなかで考察され、各事例は

それぞれが一つの「全体」（つまり諸変数の複

合的な組み合わせ）として捉えられる。この

作業はしかし、対象とする現象のコンテクス

ト総体を特異で無限に複雑なものとして取り

扱うことでは決してない。事例を「全体」と

して捉えるのは、あくまでも「歴史的社会的

要因がいかにして状況依存的に組み合わさり

一定の結果を形づくるか」を見定めるためで

ある 24。当然のことながら、事例固有のコン

テクスト効果に相応に配慮するために、互い

に有意味に比較できる事例群を規定する特定

の範囲条件（事例空間）の設定によって、比

較の範囲は限定され、検証すべき一般化の範

囲も限定される。対象とする事例の数が限ら

れていれば、互いに異なるコンテクストに固

有の特徴に留意しつつ、仮説として設定され

た因果過程を慎重に再構成することが可能に

なるからである 25。ちなみにA.L.ジョージと

A.ベネットに従えば、過程追跡は因果メカニ

ズムの細目を帰納的に特定できる技法であ

り、諸変数の相互作用を仔細に吟味して、Y

はいかにしてXsの多様な組み合わせによっ

て引き起こされるかを解明し、限られた数の

事例に基づいて因果推論を可能にしさえする

という 26。

中範囲比較は要するに、普遍主義か個別主

義かという硬直した二分法から一定の距離を

置く。この比較戦略を採る者は、科学的規準

を堅持して一般化的認識を目論むが、コンテ

クストの有意性をも強調する。政治過程はい

かに動くかについて自らが依拠する存在論

上、現象のコンテクスト性を無視するわけに

はいかないからである。その成果は無論のこ

と、時間的空間的に限定された一般化であっ

て、コンテクストに拘束された説話を超えて

いるが、普遍的に適用可能な因果法則を定式

化するまでには至らない。それでもなお、い

や、それだからこそ、中範囲比較を是とする

者は、適用範囲を明確にした限定的一般化を

基にして、実質的な知識の累積に寄与し得る

と主張する。この比較戦略は、個別的なもの

へ過度に退却し個々の事例の経験にもっぱら

埋没することはなく、また現象を過度に単純

化して歪曲するおそれを孕みつつ「純朴な」

普遍的一般化を定式化する超歴史的抽象性へ

と逃避することもない。一般性の適用に時間

的空間的な限界を明確に設定してこそ、条件

付きだが歴史的経験的に根拠を置く堅固な理

論（すなわち、中範囲理論）の構築に結びつく

と考えられるからである 27。

中範囲比較はこの意味で「普遍主義的渇望

からの戦略的後退」28だとしても、しかし比

較対象とする事例の数を意図的に限定するこ

とに関しては多少とも注釈を必要とする。と

いうのも、まさに
、、、

「戦略
、、
」として
、、、

時間的空間

的な範囲条件を設定することは、「事例の数

は可能ならば多いほうが良い」という通念に

明らかに反しているからである。ことさら指

摘するまでもなく、通念では、能う限り多く

の事例と突き合わせ吟味に付される一般化こ

そ妥当な一般化にほかならず、事例の数が限

られると有効な仮説検証は阻害されると主張

されてきた。潜在的には反証するかもしれな

い諸事例をより多く含められる可能性が高ま

れば、仮説検証はそれだけ説得力が増すから

である 29。定性志向の少数事例分析が因果推

論の信頼度について、多数事例を対象とする

定量志向分析より久しく劣位に置かれてきた

のも、決して意外なことではない。
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いまなお争点になっているが、その際挙げ

られる主たる根拠は、変数と事例との不都合

な関係、「多-変数・少-事例」という関係で

ある。事例（または観察 30）の数、すなわちN

が変数の数よりも少ない場合には、独立変数

と従属変数との関係を明確かつ具体的には述

べられず、そのために研究設計は不確定にな

ると指摘される。この場合、幾つかのライバ

ル仮説は、手元にある証拠によって同じよう

に支持されるため、いかなる決定的な評価も

受けられない。要するに、Nが限定されてい

る場合、仮説を検証するのに十分な（統計学

用語で言う）「自由度」が欠けていると主張さ

れる。かつてA.レイプハルトが少数事例分析

の方法論を展開するなかで、またG.キングと

その共著者が権威ある方法論文献で、妥当な

一般化の定立も第三変数の統制も結局はより

多くのNにかかっていると指摘して、Nをい

かに増やすべきかを提言したのは、こうした

理由からである 31。

けれども、この際、想起すべきだが、こう

した提言は在来の標準的設定の核心をなす統

計学的世界観を背景としている。たとえばレ

イプハルトに従えば、限られた事例群を対象

とする比較方法の分析様式は一点を除きあら

ゆる点で統計比較と同じであり、「両者のあ

いだには明瞭な境界線はない。両者の相違は、

ひとえに事例の数にかかっている」。したが

って、「事例の数が研究用に十分に手に入れ

ば」、当然のことながら研究者は統計的方法

に依拠すべきだと勧告されることになる 32。

とはいえ、これまでの吟味から明らかだが、

統計的方法を多数事例に適用する研究設計と

中範囲比較との相違点は、ただ単に事例の多

寡だけでは決してない。あいにくレイプハル

トやキングらは因果推論の論理的統一性を前

提にして議論を築き上げているために看過し

ているのだが、多数事例分析から少数事例分

析への移行には、対象とする事例の数の減少

という量的変化だけでなく、分析様式の質的

変化も伴っている。線形次元では表現できな

い複雑な関係は、基本的に統計比較には馴染

まないが、中範囲比較の場合には十分に対処

できる。対象とする事例の数を限定すれば、

因果的諸要因の密度の濃い相互作用を追跡

し、因果経路を描写して、複雑な関係を仔細

に追究することが可能になるからである 33。

それゆえ中範囲理論に結びつく少数事例分析

は、レイプハルトらの旧来の捉え方とは異な

って、政治研究に特徴的な症候群、すなわち

事例の数が限られている場合、やむを得ず用

いざるを得ない次善の策、つまり「統計比較

の虚弱版」では決してない。その研究設計や

仮説検証の方法は、既に指摘したように、標

準的な統計的方法に還元できない固有の論理

に支えられているのである 34。

実のところ、Nを増やせという提言は、H.

ブレイディが喝破したように、とどのつまり

「『少数事例』研究者になるべきではない」と

勧告するのも同然だと言っていい 35。なるほ

ど、Nが増加すれば、仮説検証は容易になり、

推論の説得力は高められるかもしれない。し

かし、この措置は多くの場合、因果推論上、

高い代償を伴いもする。既述のとおり物質科

学の分野とは異なって社会科学の分野では、

比較に付される属性群がコンテクストを横断

しても等価だとは確信できないからである。

確信が持てぬまま無闇にNを増加させ対象領

域を拡げると、因果異質性に関わる問題が、

またこれに関連して概念上測定上の妥当性に

関わる問題が引き起こされるおそれがある。

もとよりここで、因果異質性が問題視される

のは、安直にNを増やすことにより分析上有

意味には比較できない事例をも比較するよう

仕向けられ、対象とする諸事例の比較可能性

そのものが蝕まれかねないからである。概念
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上測定上の妥当性への懸念もまた、こうして

自ずとあらわれる。因果推論の妥当性はその

ために甚だ損なわれることになるのである 36。

J.マホニーはこの点を、最近の論考で次のよ

うに概括した。

「同質性の欠如（すなわち、異質性）は因果

推論に不安定を生む。この不安定はさまざ

まな形で引き起こされる。当初対象とした

コンテクスト以外の［新たに追加する］諸事

例には、未知の変数や分析不能な変数が含

まれていて、不安定な因果推論がもたらさ

れかねない。また、多種多様なコンテクス

トにわたって主要な変数の測定が安定しな

いこともある。それどころか、分析される

個々の単位（たとえば、国家）の意味そのも

のが時間的コンテクストを縦断し空間的コ

ンテクストを横断して変化することもあり、

そのために異質性や因果効果について不安

定な評価がもたらされることもある」37。

中範囲比較を是とする者にしてみれば、そ

れゆえNの増加そのものは、コンテクストに

配慮して事例を慎重に選択することに比べる

と、重要性がはるかに劣る。重要な変数はコ

ンテクストによって強く影響されるので、因

果同質性を確証し適切な範囲を設定するに

は、少なからずコンテクストに関する豊かな

知識が前提となるからである。彼らはそれゆ

え、経験的概念が歴史的文化的に条件づけら

れ、属性がコンテクストに根差していること

を、例の相対主義者と同様に重視する。しか

し相対主義者とは異なって、彼らはG.サルト

ーリが告発した「閉鎖的で通約不可能なもの

から成る逃れることが不可能な牢獄」38に閉

じこもっているままではない。因果分析に関

心を寄せている以上、系統的な比較分析は不

可欠である 39。したがって、因果同質性の通

有性を拒む一方で、対象とする事例相互の因

果同質性を確保するために、経験的証拠と理

論的概念化との組み合わせに周到な注意が寄

せられる。中範囲比較では要するに、対象と

する諸事例が互いに有意味に比較できるほど

基本的に同質的だという前提が、それ自体、

慎重な吟味の対象になる。比較可能な論議領

域を画定し因果同質性を評価することが、

「選択される諸事例に相応しい概念を鋭利に

する作業」40と共に、比較分析の決定的な側

面にさえなっている。因果論議の適用性をこ

うして限定し範囲条件を緻密に特定すること

で、コンテクストを横断する分析も経験的測

定も共に可能にする概念を構成し得る可能性

が担保されるわけである 41。

少なくとも中範囲比較を提唱する者のあい

だでは、この意味で、もはや「少数事例」は

「問題」ではない。考察する事例が少数であ

ることは、むしろ政治現象を解明するうえで

利点だと見なされる。限定された範囲の研究

は、概念上測定上の妥当性が維持できない事

例を排除して妥当な因果推論を導くために、

意図的に選択した結果である。事例の数が限

られていればこそ、属性相互のより大きな等

価性が確保され、説明仮説も明確に提示でき、

それだけ質的で集中的な考察が可能になる。

こうした考察によってこそ、より高水準の概

念妥当性や測定妥当性を理論と証拠との対話

のなかで獲得しつつ、変数間の多様な結合や

相互作用効果の解明も可能になる。「多－変

数・少－事例」関係を改善するための方策が

模索されるより、むしろ少数事例に専念する

ことがいかに適切か、また時間的空間的に限

定された交差事例研究（や単一事例内研究）が

方法論上いかに意義あるかについて、積極的

に弁護されてきたゆえんである。

中範囲比較と概念構成

こうして極めて明瞭になるのだが、中範囲
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比較を擁護する主たる根拠はさし当たり、比

較分析に基づいた経験的検証を妨げかねない

概念化を回避し得る可能性のうちに求められ

る。管見では、比較分析が複雑な因果関係や

相互依存効果に対応する妥当な推論を展開す

るうえで、この可能性が寄与するところは決

して少なくない。

おそらく、この可能性を明確に捉えるには、

かつてサルトーリが提示した「抽象化の階梯」

（「一般性の階梯」とも言われる）図式が依然と

して最も啓発的だと思われる。サルトーリは

「包括的で抽象的である一方、ともかくも経

験的基盤に立脚し得る適切な比較概念はいか

にして構成し得るか」と問題提起して、概念

の論理学的基盤に立ち帰り、普遍的特性と個

別的詳細とを架橋する概念構成上の手続きを

提案しようと試みた 42。概念は内包と外延と

の平衡状態によってもたらされる多様な抽象

レベルで構成されるが、この図式では目安と

して、三レベルの抽象化（つまり、1）普遍的

概念化、2）一般的概念化、3）形態形成的概念化）

が、それに見合う「主たる比較範囲と比較目

的」や「概念の論理的・経験的属性」と共に

掲げられている（表1参照）。この図式に従え

ば「普遍的なものと個別的なものとを結びつ

け、我々の範疇を抽象化の階梯に沿って編成

する」ことが可能になる。「その基本的な変

換（上方への凝集化の変換も下方への詳細化の

変換も共に含む変換）規則は、概念の内包と外

延が逆相関する、ということである」。した

がって、概念の内包を減らしていけば、概念

はより一般的になり適用範囲が拡がって、広

範囲にわたる比較が可能になる。抽象化の階

梯をこのように上昇していくと、最終的には

時間的空間的制約とは無関係に当てはまる普

遍的な概念が構成される。逆に、概念の内包

を増やしていけば、概念が適用できる範囲は

狭まり、徐々に限定された比較しかできなく

なっていく。その極限では、当の概念は特定

のコンテクストにしか当てはまらないほど

（最小の外延）、詳細にわたり個性記述的にな

る（最大の内包）43。

この図式を解説するために、D.フィズィチ

ェラは興味深い比喩を使っている。「山の麓

にいる限り、同じ高度の周辺にあるものは総

て申し分なく細部にわたって眺められる。

500メートルほど登っていくと、麓にいたと

きの眺望よりも広い眺望が得られるが、確認

できる事物の細目や特徴は減少する。2000メ

ートルに達すると、眺望は更に広がるが、細

部の数は更に減じる」と 44。この比喩からも

明らかだが、繰り返せば、概念の内包と外延

とは逆相関の関係にある。一方が増えれば、

他方はそれだけ限定される。この変換規則に

従う限り、いかなるレベルの概念化も、原則
、、

として
、、、

精確さを失わず経験的検証に適してい

る。たとえば「より一般的な」概念を精確さ

を失わず経験的検証に適した形で獲得したけ

中範囲比較の論拠とコンテクスト問題［大木啓介］
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表１　抽象化の階梯 

 (G.Sartori,“Concept Misformation in Comparative Politics,”A.P.S.R..,vol.64 (1970) p.1044.)

抽象化のレベル 

高レベルの範疇 
普遍的概念化 

中レベルの範疇 
一般的概念化 

低レベルの範疇 
形態形成的概念化 
 

主たる比較範囲と比較目的 

不均質なコンテクスト相互間の 
交差地域比較（グローバルな理論） 

わりあい同質的なコンテクスト 
相互間の域内比較（中範囲理論） 

各国別分析（狭軌理論） 
 
 

概念の論理的・経験的属性 

最大の外延　最小の内包 
否定による定義 

外延と内包のバランス　分析による 
（つまり、類と種差による）定義 

最大の内包　最小の外延 
コンテクストに即した定義 



れば、概念の内包を減じて外延を拡げていけ

ば良い。外延を拡げる一方で、これに応じて

内包を減じなければ、認識上の混乱を生む。

逆もまた同様である。こうして、「観察概念

は当の概念が指し示す定義に包含される対象

を明確に示す容器でなければならない」とい

った金言を想起するまでもなく、比較分析に

とって「抽象化の階梯」図式がいかに決定的

な意義を有しているかが判然とする。この図

式に従えば、概念を系統的にさまざまなレベ

ルで分類することが容易になる。この図式は

要するに、比較対象となる諸事例について、

同じ抽象レベルで、次いで多様な抽象レベル

で、説明仮説を経験的に検証するのに有効な

論理的基盤たり得るのである。

けれども、この際、留意すべきことが幾つ

かある。第一に、普遍主義的渇望のもと、普

遍的概念化のレベルまで抽象化の階梯を上昇

すると、ときに厄介な問題が生じかねない。

第2節で既に示唆したが、概念の外延を拡げ

るために無闇に内包を減じていけば、経験的

証拠との関係が希薄化し、内容空疎な概念が

手元に残るだけだからである。適用される対

象が広範囲にわたりすぎ、極めて異質で多岐

にわたる経験をも含み込んでいく結果、概念

の些末化が引き起こされるわけである。こう

なると経験的分析の道具として、当の概念の

有用性は事実上皆無になる。的確な指示対象

を明晰には指し示さない概念が、つまりは満

足のいく経験的操作化に結びつかない概念が

構成されるからにほかならない。これは勿論、

外延の包括化という要件のため、内包が一切

犠牲にされるという論理的帰結の一つであ

る。

だが第二に、比較に従事する研究者はこう

した概念の些末化を避け、意義深い概念を獲

得しようと期待して、概念の内包を減じるこ

となく外延を拡げたり、外延も内包も同時に

最大化させようと試みたりすることもある。

その際あらわれる危険は「概念の拡大適用」

と呼ばれている。サルトーリ自身の定義によ

れば、「外延上の適用範囲が拡がるのに呼応し

て内包上の精確さが低下する」とき生じてく

る「漠然とした」「捉えどころのない」概念化、

これが概念の拡大適用にほかならない 45。言

うまでもなく、一般概念を適用しようと試み

る事例の数が多いほど、この危険は深刻にな

る。文化的に同質の一連の事例群に特有だと

見なされ、それゆえ一定の内包を文化的に負

う概念が、文化的には異質な諸事例に移転さ

れ適用されるおそれが増すからである。こう

なると概念の識別力が劣化して、比較分析は

甚だ歪められていく。無定型な一般概念に導

かれる擬似等価性ゆえに、各事例間に実在す

る重要な相違点が覆い隠され、結果として経

験的検証の妥当性が失われることになるので

ある。

第一と第二いずれの論点も、因果同質性の

通有性を安直に当然視することへのサルトー

リなりの警告である。それゆえまた、いずれ

の論点も、数多くの事例を横断して概念を操

作化する難しさゆえに問題化する概念妥当性

や測定妥当性といった考慮事項に注意を喚起

してもいる。誰しもわきまえているように、

概念とその指示対象との関係は経験科学の根

本をなす。複数の国民国家（事例）を比較対

象として、その民主化度（変数）と経済発展

度（変数）との関係を評価しようとすること

は、一定の概念と一定の現象との関係を見定

めることにほかならない。こうして仮説は―

たとえば在来の標準的設定のなかで提示され

た最も有名な仮説を挙げれば、「いかなる国

も、経済的に豊かであればあるほど、民主政

治を支える可能性が高い」という仮説は―概

念間の関係として明示されてくる以上、概念

が堅実であってこそ仮説の形式上の堅実も保
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証される。だが概念が堅実であろうとするな

らば、概念を規定する属性いかんで、いかな

る範囲で適切に分析できるかが左右される。

分析レベルが異なれば、概念化の抽象レベル

もまた異ならなくてはならない。概念の規律

ある用法は「抽象化の階梯」図式の論理的特

徴から、おそらく十分に示唆される。

概念化に際して留意するべきは、こうした

危険だけに限らない。第三に、外延の精確さ

に過剰なほど気を遣う「論理的完璧主義」に

対しても、サルトーリは警告を発している。

この場合には、個々の事例の異質性が「厚い

記述」により感知される陰翳や複雑さによっ

て際立たされ、研究者は「ある種の麻痺状態」

を引き起こし、コンテクストを横切って何事

かを語ることに二の足を踏む。比較分析に基

づいた一般化の追究は、こうして根本的に忌

避される。コンテクストを横断することの是

非をめぐる対立が結果として生じるが、これ

が比較方法論の分野では主要な争点の一つに

なってきたことは既に触れた。端的に言えば、

この対立は政治現象を認識する際に使用する

概念の意味の源泉とは何かをめぐる二つの立

場の相違に帰着する46。解釈学派は無論のこと、

個性化的認識と一般化的認識との区別のうち

に確固たる境界を設定し、この境界は越え難

いという立場をとっている。これに対して

「抽象化の階梯」図式を支えているのは、両者

の区別は絶対的なものではなく、一方は他方

を妨げも阻みもしないという立場である47。既

述のとおり、この階梯図式はコンテクストか

ら一般化へ、また一般化からコンテクストへ

と切り替わるのに有益な架橋作業のための基

盤であり、個性化か一般化かという硬直した

二者択一に固執していない48。

この対立は容易には解消しそうもない。た

だ少なくとも、認識論上の論争に深入りしな

くとも、次のように述べることは許容される

と思われる。すなわち、「特異で自己充足的

な意味世界」を根拠とした解釈学的批判には、

確かに傾聴すべき事柄が少なくないが、しか

し政治生活の無限の複雑性を考慮すれば、最

も「厚い記述」さえ実際には何らかの「抽象」

に頼らざるを得ないことを失念するべきでは

ない、と。この件に関しては、キングらが適

切にこう論じている。「現実の世界の複雑さ

と厚い記述の複雑さとのあいだにある相違

は、厚い記述の複雑さと抽象的な計量・数理

研究のもつ複雑さとのあいだの相違よりも、

はるかに大きい」と 49。政治現象を対象とす
、、、、、

る
、
限り、現象のコンテクスト性をいかに重視

しようとも、研究者は諸事実を選択し配列す

る何らかの手続きに従わないわけにはいかな

い。そうだとすれば、概念化の論理作用を一

般化に対して方向づけるべきなのか、個性化

に対して方向づけるべきなのかは、とどのつ

まり程度の問題にほかならず、しかもそれを

判断するのはもとより認識する側である。

もはやこれ以上喋々するまでもないだろ

う。サルトーリは「抽象化の階梯」図式を提

示した論考を締め括る際、執筆当時既に広ま

っていた普遍主義的渇望に由来する比較政治

分析の難局に言及し、その矯正は「相対的に

高度な説明力と相対的に精確な記述内容と

を、またマクロ理論と経験的検証とを引き合

わせることができるかどうか」にかかってい

ると指摘した 50。昨今再概念化されつつある

中範囲比較の戦略は、まさにこの提言に直接

正面から応えている。概念化の落とし穴を回

避して、比較分析も経験的測定も同時に可能

にする概念を構成し、現象のコンテクスト性

に配慮して、なおも一般化的認識を目論もう

とする点で、中範囲比較の戦略はサルトーリ

の指図に忠実に従っているからである。

簡略化して言えば、この比較戦略で理論構

築上堅固な根拠に基づくと見なされるのは、
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中レベルの抽象化で構成される概念である。

表1にあるとおり、このレベルで企てられる

一般化の範囲は「わりあい同質的なコンテク

スト相互間の域内比較」に限られる。もっと

も、このレベルの抽象化で成し遂げられる内

包/外延の平衡状態は、実際にはかなり幅広

く、理論的野心の水準いかんで多岐にわたる。

けれども、この比較戦略を是とする者は一様

に、ある共通した研究姿勢を見せている。彼

らは一方で、概念の拡大適用という誘惑に抗

い、他方では満足のいく水準で諸変数をコン

テクスト化しながらも、適用性に時間的空間

的限界を設定しコンテクストを横切って限定

的一般化を確立しようと試みる。この研究姿

勢は無論のこと、コンテクスト拘束的解釈を

標榜し因果分析に疑義を呈する相対主義と

は、明確に一線を画している。同時にまた、

この研究姿勢には、因果関係に関する普遍主

義的前提や因果推論に関する確率論的前提へ

の相当な懐疑も、明確に反映されている。換

言すれば、単一のコンテクストをより一般的

な現象の「事例」として取り扱い得る可能性

も、また諸要因の相互作用効果を考慮して因

果連鎖を再構成し、より陰翳に富む説明をな

し得る可能性も、この研究設計では共に確実

に開かれている。

結語

中範囲比較の輪郭は従来は、統計学的世界

観の諸前提に基づいた批判や予断によって甚

だ歪められてきた 51。なるほど在来の標準的

設定を適用しようとするならば、事例の数が

限定されていることは、平均的因果効果の評

価には極めて深刻な障碍となる。けれども因

果分析はもっぱら特定の様式に限定されるべ

きでなく、因果効果に関する評価が果たす役

割も過度に強調されるべきではない。少なく

とも政治学の分野では、因果関係の複雑性を

めぐる論議を経て、政治の世界における因果

関係とはどういうものか、また因果推論とは

どうあるべきかに関しては、在来の標準的設

定とは異なる見方が徐々に優勢になってい

る。存在論レベルでは、政治現象の経路依存

性、状況依存性、また相互作用効果など非線

形的性格が強調され、認識論レベルでは、因

果的説明には統計的規則性を突き止めても決

して十分でなく、因果メカニズムを解明する

ことが欠かせないという認識が広まってき

た。こうして昨今新たに洗練されてきた中範

囲比較の戦略は、存在論上認識論上の転回の

上に再概念化されており、在来の標準的設定

に立脚しても公正に捉えられるはずがない。

たとえば、この比較戦略では、因果の方向

を明示する説明仮説に基づいて変数間の共変

動を確認するだけで因果推論をおこなうこと

には満足しない。むしろ諸要因の通時的な展

開や複雑な相互作用を追跡し、諸要因が効果

を及ぼす因果経路を描写して、綿密に因果過

程を認識しようとすることに主眼点が置かれ

ている。この場合、たとえ詳細な吟味のため

に選択された事例群の選択基準に関しては方

法論的確信を得る必要があるにせよ、事例の

数が限られていることは、第3節で論証した

ように「問題」どころか利点と見なされる。

相互作用効果が通時的に蓄積してきているな

らば、統計比較を適切に遂行するのに必要な

自由度が枯渇するのは当然であり、比較の範

囲を限定し事例の数を限定してこそ因果過程

分析が可能になることは自ずと明らかだから

である。「詳細にわたる少数事例研究に頼ら

ずに、因果メカニズムをいかに研究できるの

か、想像することは難しい」52。

もとより、メカニズム分析に基づいた因果

的説明の擁護論を仮に受け入れてみたところ

で、中範囲比較の内実は明快に捉えられほど
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単純ではない 53。本稿ではただ、その本然の

姿だと思われるものの一端をコンテクスト問

題に焦点を据えて明らかにしようと試みたに

すぎない。本稿の結びとして指摘するべきは、

ただ一点、この比較戦略は、比較の範囲を限

定することと引き替えに現象のコンテクスト

性を考慮に入れて、コンテクスト問題に対処

するということである。その推論の説得力は

何よりも、経験的観察と理論的概念との周到

な関連づけに基づいた、範囲条件の設定と因

果メカニズムの解明から引き出している。こ

の意味で、個別性を相応に取り扱う一方で一

般化を追究しようとする試みに由来する未解

決の争点に、この比較戦略は一つの有力な解

決策を提示したと言っていい。もっとも、取

り急ぎ断っておかねばならないが、このよう

な研究設計を支えているのは、「大規模の内

生性や複雑な相互作用効果の偏在」を認める

存在論的前提である 54。政治過程がいかに動

くかに関するこうした基本前提は、直観的に

は大いに説得力があるとはいえ、経験的に検

証できる事柄ではない。
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Context,” in M.Niessen & J. Peschar (eds.) In-

ternational Comparative Research (Pergamon

Press 1982) p.45.

19 「比較は行列の論理から出発する」。これ

はR.ローズの言葉だが、コンテクストを横

断して諸事実を整序し比較する戦略を位置

づけるため、行列の論理に依拠する手法は

決して珍しくない。いかなる比較分析も

「事例」とその「属性」、また属性が呈する

「状態」から成るデータ行列を前提として

いるからである（最近では J.Gerring, “What

is a Case Study and What is it Good for,”

American Political Science Review vol.98

(2004)p.342. L.Morlino, Introduzione alla

Ricerca Comparata (il Mulino 2005)p.45.など

で行列の論理が言及されている）。ここで

は確認のため既発表論文（拙稿「比較の外

延」『総合政策論集』創刊号 2004年 34-36

ページ）の叙述を再説し、データ行列の論

理に即して中範囲比較を位置づけておく。

言うまでもなく、データ行列とは要する

に、一連の属性が各事例ではどういう状態

にあるかを見きわめる情報収集の編成体に

ほかならない。事例群を選定し、検討すべ

き問題にとって重要だとみなされる属性

（変数）を幾つか選び取り、個々の属性が

各事例でいかなる状態（値）を呈している

かを記録すれば、データ行列が作られる。

ここでは通例、行が事例を、列が属性を指

し示す。図 1では、事例が第 1行（C1）か

ら第m行（Cm）まで、属性が第1列（V1）

から第n列（Vn）まで配置されており、各

属性が個々の事例でいかなる状態を呈して

いるかは行と列が交差するところで確認さ

れる（たとえばSijは、事例Ciのなかで属

性 Vjが示している状態をあらわしてい

る）。この場合、属性の性格が質的か量的

かは重要ではない。ちなみに比較とは、少

なくとも比較方法論家のあいだで広く支持

されている定式に従えば、分析対象とする

諸事例に見て取れる同じ属性の2ないしそ

れ以上の状態を対比する活動のことだと言

われている。この定式がデータ行列を念頭

に置いていることは明らかだろう。

このようなデータ行列を眼前にして、特

に留意するべきは2点ある。第一は、事例

の数と属性の数の組み合わせに応じて、多
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様な研究戦略が見出せることである。なる

ほど理念型的に捉えれば、事例の数と属性

の数の組み合わせは二つの基本形に大別で

きる。数多くの事例を対象にして一ないし

少数の属性を検討するか、一ないし数少な

い事例を対象にして多数の属性を検討する

か、そのいずれかである。しかも時間次元

を導入すれば、事例にしても属性にしても

時間単位の数に応じて増えるから、さらに

多様な組み合わせが可能になる。しかし第

二に、分析作業の実効性を考慮すると、事

例の数と属性の数とのあいだには、組み合

わせ上いわば相殺取引の関係がある。各事

例を構成する属性群をなるべく数多く検討

しようと意図すれば、分析は少数事例か単

一事例に限定しないわけにはいかない。逆

もまた同様で、対象とする事例の数を増や

していけば、検討できる属性は自ずと少数

に限定せざるを得なくなる。事例にも属性

にも可能な限り数多く考慮を払うべきだと

しても、時間や経費、それに能力などの限

界のため、程度問題だとしても、そうした

組み合わせは不可能になる。

それゆえ研究戦略は潜在的には多様にあ

るにせよ、こうした相殺取引に規定される

ため、必ずしも総ての戦略が同じ認識目的

に役に立つとは限らない。たとえば、対象

とする事例の数を減らしていけば、各事例

を構成する属性群はそれだけ数多く検討で

きるから、論述内容は相対的に自ずと個別

具体的になる。けれども、このように相対

的に限られた事例しか対象としなければ結

論の一般性は極めて限られる。単一事例し

か対象としない場合には、一般化命題の定

式は全く不可能になると言っていい。だが

他方、結論の一般性をなるべく確保するた

めに、対象とする事例の数を著しく増やし

ていけば、今度は逆に、諸事例のコンテク

ストの陰翳を捉えるだけの属性群を検討す

ることは期待できない。本文で指摘したと

おり、概念の「旅行」能力（適用可能性）

と個別具体性（コンテクスト妥当性）とは

逆相関するからである。こうして数ある研

究戦略は、データ行列上、「列（属性）」を

極端に重視する立場（法則定立志向）を一

方とし、「行（事例）」を極端に重視する立

場（個性記述志向）を他方とする、連続体

上に配列されることになる。前者が属性や
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            図１　データ行列 

    ［出所］ J.Galtung, Theory and Methods of Social Research (Columbia 
        University Press 1967) p.11.(表1.1.3), ならびにA.Marradi, Concetti e 
        Metodo per la Ricerca Sociale (La Giuntina 1980) p.27. (図1).  ただ 
        し、若干改作してある。 
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属性間の関係を強調して、一連の事例にお

ける属性の状態を一般理論の構築に向け系

統的に収集する傾向があるとするならば、

後者の場合には、各属性を特徴づける諸属

性の状態の包括的な分布に焦点を据え、当

該事例の何たるかを他の事例と対比する分

析様式として捉えられる。中範囲比較は無

論のこと、理論的野心の水準は多様だが、

この両極のあいだに位置づけられる。

20 P.A.Hall, “Aligning Ontology and Methodolo-

gy in Compararive Research,” op.cit., p.387.

21 G.Thomas, “Review Essay: The Qualitative

Foundations of Political Science Methodology,”

Perspectives on Politics vol.3 (2005) p.862. P.A.

ホールはこう述べている。「包括的な大前

提は、コンテクストが重要だ、ということ

である。つまり、 xの影響は他の変数

（u,v,w)と無関係であることは滅多になく、

コンテクストの異質性は時間の経過のなか

で展開する出来事いかんにかかっている」

と（P.A.Hall, “Aligning Ontology and Method-

ology in Compararive Research,” op.cit.,

p.385)。

22 もっとも、「因果関係の複雑性」という語

には今のところ確定的な意味はない。たと

えば J.ゲリングはこう述べている。「『複雑

性』という用語は、社会科学のなかで使用

されている限りでは、線形性、加法性、独

立性といった標準的な前提とぴたりと一致

していない因果問題のいかなる特徴をも指

しているように思われる」と[ J.Gerring,

Case Study Research: Principle and Practices

(Cambridge University Press 2007) p.61.]。た

だし、本稿では、この問題は突きつめない。

本稿の目的からすれば、この語は後述する

ように、ゲリングが例証する非線形関係や

等結果性などを指すものとして大まかに使

用している（たとえばA.L.George & A.Ben-

nett, Case Studies and Theory Development in

the Social Sciences (MIT Press 2005) pp.9-

10,12-13.に見られる用法を参照されたい）。

23 J.Gerring, op.cit., p.43-48. D.D.Yang, “Empir-

ical Social Inquiry and Models of Causal Infer-

ence,” Political Methodology Working Paper

2003 pp.1-26.この際、「相関的」因果論議と

「メカニズム的」因果論議とは明確に区分

されるものではないとの指摘に留意するべ

きである[ J.Gerring, “Causation: A Unified

Framework for the Social Science,” Journal of

Theoretical Politics vol.17 (2005) pp.165-

166,191.]。

24 D.Rueschemeyer & J.D.Stephens, “Comparing

Historical Sequences―A Powerful Tool for

Causal Analysis,” Comparative Social Re-

search vol.16 (1997) p.58.

25 P.Pierson, Politics in Time: History, Institu-

tions, and Social Analysis (Prinston University

Press 2004) pp.167-178. R.Fideli, “La Com-

parazione a Medio Raggio: Il Tentativo di Con-

ciliare Fedeltà e Parsimonia,” Quaderni di

Scienza Politica vol.3 (1996) pp.225-64.

26 ベネットら自ら言うように「過程追跡の

方法は、独立変数と従属変数の結果とのあ

いだに介在する因果過程―因果連鎖と因果

メカニズム―の何たるかを見きわめようと

試みる。…過程追跡によって研究者は否応

もなく、等結果性を考慮に入れざるを得な

くなる。つまり、結果が生じたこともあり

得る代替的な諸経路を考慮しないわけには

いかなくなる。過程追跡は、単一事例にお

ける結果や過程追跡と矛盾しない一ないし

それ以上の潜在的な因果経路を仔細に示す

可能性を提供する」(A.L.George & A.Ben-

nett, op.cit., pp.206-07.)。

27 J.Alber, G.Esping-Andersen, L.Rainwater,

“Studying the Welfare State: Issues and
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Queries,” in M.Dierkes et.als (eds) Compara-

tive Policy Research: Learning from Experi-

ence (Gower 1987) pp.467-8.

28 P.Pierson, op.cit., p.170. マホニーとルーシ

ュマイアーも同様のことを次のように述べ

ている「いかにも、あらゆる社会文化的コ

ンテクストや歴史的時期にわたって妥当す

る十分に規定された因果命題を獲得すると

いう目標に照らして考えれば、比較史分析

家が問いかける歴史的に限定された問いか

けは野心の喪失や減少を伴う」と。J.Ma-

honey & D.Ruesschemeyer, “Comparative His-

torical Analysis: Achievement and Agendas,”

in J.Mahoney & D.Ruesschemeyer (eds.) Com-

parative Historical Analysis in Social Sciences

(Cambridge University Press 2003) p.9.

29 J.Gerring Social Science Methodology: A Cri-

terial Framework (Cambridge University Press

2001) pp.165-174.

30 かつて「事例の数を増やす」と言われた

ことが、今日では一般に「観察の数を増や

す」という表現に変わっている。コリアー

らは懇切丁寧に「観察」の二重の意味を解

き明かし、「多-変数・少-事例」問題に絡

ませて読者に誤解しないよう促している。

この問題に関する限りでは、簡略化して言

えば、「観察」は注（19）に提示したデー

タ行列の「行」を指すと言っていい。「観

察とは、…データセットのいかなる行であ

れ、そのなかの総ての値である」。「この定

義を用いれば、観察の数を増やすことが

多－変数・少－事例の問題に対処すること

になると述べるのは意味をなす。観察を増

やすことは、一ないしそれ以上の新しい事

例に関する『総ての数値』を追加すること

を意味するので、行列の行の数を増やすこ

とになるからである」。D.Collier, H.E.Brady

and J.Seawright, “Sources of Leverage in

Causal Inference: Toward an Alternative View

of Methodology,” in H.E.Brady & D. Collier

(eds.) Rethinking Social Inquiry pp.250-252.
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Question of Size? A Heuristic for Stepwise

Comparative Research Design,” in B.Rihoux &

H.Grimm(eds.) Innovative Comparative Meth-

ods for Policy Analysis (Springer 2006) pp.48-

53.を参照されたい。
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parative Method (University of California
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ける比較研究』ミネルヴァ書房]である。

35 H.E.Brady, “Doing Good and Doing Better:

How Far Does the Quantitative Template Get

中範囲比較の論拠とコンテクスト問題［大木啓介］

19



Us ? ” in H.E.Brady & D. Collier (eds.) op.cit.,

p.55.（前掲邦訳61-62ページ）。

36 G.L.Munck, “Tools for Qualitative Research,”

およびD.Collier, H.E.Brady and J.Seawright,
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Collier (eds.) op.cit., pp.112-113, 203-204,

225-226.（前掲邦訳 125-126, 231-232,255-

256ページ）。
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用しながら、こう述べている。「研究者は
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